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凡例
時日時　場場所　内内容　師講師　対対象　定定員　費参加費（記載のないものは無料）　申申し込み（記載のないものは直接会場へ）　
問問い合わせ　他その他　 Eメールアドレス　 HPホームページ　長寿長寿応援対象事業

 生活・環境
グリーンスローモビリティ周遊マップの配布
　荻窪駅南側地域の新たな移動サービスであるグ
リーンスローモビリティの本格運行開始1周年を記念
して、まち歩きの際に便利な周遊マップを配布してい
ます。
場配布場所 グリーンスローモビリティ荻窪駅西口停
留所　問都市整備部管理課交通企画係

住居番号表示板
　住居番号表示板（縦6㎝×横12㎝）は、住居表示を
明らかにするため、各戸
の出入り口付近に貼り付け
る表示板です。表示板の
文字が読みづらい、表示
板がないという方に新し
いものをお渡しします。ま
た、町名プレート（縦6㎝
×横6㎝）も、希望する方
にお渡しします。
問区民課管理係

区内空間放射線量等測定結果
　区が実施した、区内の空間放射線量率および区立
学校・保育園等の給食食材の放射能濃度測定の結果、
特に異常ありませんでした。詳細は、区 HPをご覧く
ださい。
問空間放射線量率の測定 環境課公害対策係▶区立
学校・保育園等の給食食材の放射能濃度測定につい
て 学務課・保育課▶放射能濃度測定の方法 杉並保
健所生活衛生課衛生検査係☎3334-6400

17名程度　対区内在住で18歳以上の方（8年4月1日
時点）　申履歴書を、8年1月9日までに選挙管理委員
会事務局（区役所西棟8階）へ郵送・持参　問同事務
局

杉並区奨学生（高校生対象）
内貸付額（無利子） 月額奨学金 公立校＝1万7000
円以内／私立校＝2万9000円以内▶入学準備金 公
立校＝10万円以内／私立校＝30万円以内▶返還期間
卒業（貸し付け終了）の翌年から10年以内　対8年

度に高等学校・高等専門学校・専修学校（高等課程）
に入学予定で、区内に1年以上住み、独立の生計を営
む保護者と同居し、一定条件を満たした連帯保証人を
立てることができ、経済的理由で修学が困難な方（所
得審査あり。他から同様の奨学金を受ける方を除く）　
申申請書（学務課就学奨励担当〈区役所東棟6階〉、
区立中学校で12月上旬から配布予定）を、8年1月7日
～3月4日に同担当へ持参　問同担当

 その他
特別弔慰金の請求手続きはお済みですか
内戦没者などの死亡当時の遺族で、4月1日（基準日）
に公務扶助料や遺族年金を受けている方（戦没者な
どの妻・父母ほか）がいない場合、先順位の遺族1名
に額面27万5000円、5年償還の記名国債を支給▶請
求期限 10年3月31日　問保健福祉部管理課地域福
祉係☎5307-0817　他請求方法などの詳細は、お問
い合わせください

区からのお知らせ

※★は当日、直接会場へ。

内容 日時・場所・対象・定員ほか 申し込み・問い合わせ

住まいの修繕・増改築無料
相談★

時月・金曜日▶受け付け 午後1時～3時45分（12月26日・29日を除く）　
場区役所1階ロビー

問杉並区小規模建設事業団体連絡会事務局（東京土建杉並支部ま
ちづくりセンター内）☎3317-0450、区住宅課

住宅の耐震無料相談会・
ブロック塀無料相談会★

時12月10日㈬午後1時～4時　場区役所1階ロビー　他図面などがある場合
は持参。ブロック塀無料相談会は、ブロック塀の現況写真などを持参

問市街地整備課耐震改修担当

マンション管理無料相談
時12月11日㈭午後1時30分～4時30分　場区役所1階ロビー　対区内在住の
マンション管理組合の役員・区分所有者ほか　定3組（申込順）

申申込書（区 HP同案内から入手可）を、杉並マンション管理士
会事務局 FAX3393-3652へファクス。または同会 HPから申し込み　
問同会事務局☎3393-3680、区住宅課空家対策係

行政相談★ 時12月12日㈮午後1時～4時　場区政相談課（区役所東棟1階）　内国の仕
事など（年金・福祉・道路など）の苦情・相談

問区政相談課

行政書士による相談
時12月12日㈮午後1時～4時　場相談室（区役所西棟2階）　内相続・遺言・
離婚・金銭問題などの書類作成・手続きに関すること　定 6名（申込順）　
他1人30分

申 問電話で、12月5日から東京都行政書士会杉並支部☎0120-
567-537（午前8時30分～午後5時〈土・日曜日を除く〉）

建築総合無料相談会・
ブロック塀無料相談会★

時12月16日㈫午後1時～4時　場区役所1階ロビー　他図面などがある場合
は持参。ブロック塀無料相談会は、ブロック塀の現況写真などを持参

問東京都建築士事務所協会杉並支部☎6276-9208、区市街地整備
課耐震改修担当

専門家による
空き家の総合無料相談

時12月18日㈭午前9時20分・10時15分・11時10分（各45分）　場①オンラ
インで実施②住宅課（区役所西棟5階）　対区内の空き家などの所有者ほか
（親族・代理人を含む）　定各1組（申込順）

申電話で、住宅課空家対策係。または申込書（区 HP同案内から入
手可）を、同係 FAX5307-0689へ郵送・ファクス。申し込みフォー
ム（区 HP同案内参照）からも申し込み可／申込期限 ①12月8日
②16日　問同係

不動産に関する無料相談 時12月18日㈭午後1時30分～4時30分　場区役所1階ロビー
申電話で、東京都宅地建物取引業協会第10ブロック☎6407-9152
（午前9時～午後5時〈土・日曜日を除く〉）　問同団体、区住宅課

弁護士による土曜法律相談
時12月20日㈯午後1時～4時　場相談室（区役所西棟2階）　定12名（申込
順）　他1人30分

申電話で、専門相談予約専用☎5307-0617（午前8時30分～午後5
時）。または直接、区政相談課（区役所東棟1階）／申込期間 12
月15日～19日　問同課

 各種相談

 子育て・教育
就学通知書（入学のお知らせ）の発送
　8年4月に区立小中学校へ入学する方を対象に、就
学通知書を12月8日㈪に発送します。この通知は入学
式に持参してください。なお、指定された学校へ入学
することができない特別な事情がある場合は、同封す
る「指定校変更のご案内」を確認の上、お問い合わ
せください。
問学務課学事係

 健康・福祉
歯科健診はもう受診しましたか
　歯科健診の受診期限が迫っています。早めの予約・
受診をお願いします。
健診名 対象者（8年3月31日時点） 受診期限

成人歯科健康
診査

20・25・30・35・40・45・
50・60・70歳の方

12月28日
後期高齢者
歯科健康診査 76歳の方

問杉並保健所健康推進課健診係☎3391-1015

 募集します
明るい選挙推進委員
内話し合い活動、研修会への参加、街頭でのPR活動
ほか▶任期 8年4月1日～10年3月31日▶募集人数

歳末たすけあい運動の実施
　募金は、区内の地域福祉活動や必要な方への支援などに役立てられ
ています。ご協力をお願いします。
� ―――問い合わせは、杉並区社会福祉協議会☎5347-2064へ。

期間 12月31日まで

▲住居番号表示板（下）、
　町名プレート（上）
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 採用情報 ※詳細は、区 HP参照。

区職員　福祉Ⅱ類
内採用予定日 8年4月1日以降▶勤務場所 保育園・児
童館・子ども家庭支援センター・こども発達センター・
障害者福祉施設・区立児童相談所・一時保護施設ほか
▶募集人数 15名程度▶募集案内の配布場所 人事課
人事係（区役所東棟5階）・保育課（東棟3階）・区民
事務所・地域区民センター（荻窪地域区民センターを
除く）・子どもセンター・図書館・就労支援センター

（天沼3-19-16ウェルファーム杉並内）・児童青少年セン
ター（荻窪1-56-3ゆう杉並内）で配布。区 HP同案内
からも入手可　申申し込みフォーム（区 HP同案内参
照）から、12月24日までに申し込み　問人事課人事係

会計年度任用職員
●報酬は、7年度実績。

国保年金課　国民年金担当
内社会保険労務士の知識・経験を生かした事務ほか▶
勤務期間 8年4月1日～9年3月31日▶勤務時間 月16
日。原則、月～金曜日の午前8時30分～午後5時15分
▶勤務場所 同課国民年金係▶報酬 月額23万5680円　
申申込書類（同係〈区役所中棟2階〉で配布。区 HP同
案内からも入手可）を、12月16日までに同係へ郵送・
持参　問同係

保育士など
①栄養士
内食材の発注・検品、給食の栄養と衛生の管理・指
導、献立の作成、調理ほか▶勤務時間 月16日。原則、
月～金曜日午前8時30分～午後5時15分のうち実働7時
間45分▶募集人数 7名▶報酬 月額23万5776円
②保育士・子供園保育職
内勤務時間 月16日。原則、月～土曜日の午前7時30
分～午後7時45分（子供園は6時45分まで）のうち実
働7時間45分▶募集人数 保育士＝25名程度／子供園
保育職＝若干名▶報酬 月額21万7344円

③看護師
内園児の健康管理・指導、応急処置ほか▶勤務時間
月16日。原則、月～土曜日の午前7時30分～午後7
時45分（子供園は6時45分まで）のうち実働7時間45
分▶報酬 月額24万768円

いずれも 
内勤務期間 8年4月1日～9年3月31日▶勤務場所 区
立保育園・小規模保育事業所・子供園　申申込書類
（保育課管理係〈区役所東棟3階〉で配布。区 HP同案
内からも入手可）を、同係へ郵送・持参。または申し
込みフォーム（区 HP同案内参照）から申し込み／申込
期限 ①12月17日②8年1月6日③8日　問保育課管理係

区立学校職員など
◆スクール・サポート・スタッフ
内教員の授業準備などの補助▶勤務時間 週2～4日。
原則、月～金曜日の午前8時～午後5時のうち実働6時
間▶募集人数 若干名▶報酬 時給1350円
◆副校長校務支援員
内調査回答の取りまとめなどの副校長業務の補佐▶勤
務時間 週①2日②4日。原則、月～金曜日の午前8時
～午後5時のうち実働①6時間②5時間▶募集人数 若
干名▶報酬 時給1662円
◆エデュケーション・アシスタント
内副担任相当の学年補佐業務ほか▶勤務時間 月16
日。原則、月～金曜日の午前8時～午後5時のうち実
働7時間45分▶募集人数 20名程度▶報酬 月額21万
7344円

いずれも 
内勤務期間 8年4月1日～9年3月31日▶勤務場所 区
立学校　申申込書類（教育人事・指導課〈区役所東
棟6階〉で配布。区 HP同案内からも入手可）を、同

課へ郵送・持参。または申し込みフォーム（区 HP同
案内参照）から申し込み／申込期限 12月15日　問
同課

教育相談員（専門職）
内勤務期間 8年4月1日～9年3月31日▶勤務時間 月
14日▶勤務場所 教育人事・指導課▶報酬 日額1万
4058円　申申込書類（同課学校問題対応支援係〈区
役所東棟6階〉で配布。区 HP 同案内からも入手可）
を、8年1月9日までに同係へ郵送・持参　問同係

学校事務
内勤務期間 8年4月1日～9年3月31日▶勤務時間 月
16日。原則、月～金曜日の午前8時15分～午後4時45
分▶募集人数 若干名▶報酬 月額18万3072円　申
申込書類（庶務課教職員係〈区役所東棟6階〉で配
布。区 HPからも入手可）を、同係へ郵送・持参。ま
たは申し込みフォーム（区 HP同案内参照）から申し
込み／申込期限 12月23日　問同係

通常学級支援員・特別支援学級（学校）介助員
（短時間）
内障害などのある児童・生徒の学校生活における安
全管理・介助・学習支援▶勤務期間 8年4月1日～9
年3月31日▶勤務時間 週2～5日。原則、月～金曜日
の午前8時～午後4時のうち実働6時間▶募集人数 20
名程度▶報酬 時給1525円〜　申申し込みフォーム
（区 HP同案内参照）から、12月21日までに申し込み　
問特別支援教育課計画係☎5929-9481

審議会などのお知らせ

生活安全協議会
時12月12日㈮午後3時～5時　場区役所第5・6会
議室（西棟6階）　内環境美化・防犯ほか　問環
境課生活環境担当

児童養護施設退所者等応援基金を創設しました
　区には、5つの児童養護施設があるほか、里親家庭などで多くの子どもたちが暮
らしています。児童養護施設などを退所した子どもたちが安心して社会へ巣立つこ
とができるよう、新生活の転居・家電などの購入費用などとして自
立支度金を給付しています。
　今後も、一人一人の状況に応じた支援を安定的に行うため、児童
養護施設退所者等応援基金を創設しました。詳細は、区 HP（右2
次元コード）をご覧ください。

寄付の方法
　ふるさと納税サイト（右2次元
コード参照）から寄付できます。
郵便局での払い込みを希望の方
は、お問い合わせください。

8年度地域福祉活動費助成金の申請を受け付けます

種類・上限金額
チャレンジ応援助成 50万円
定例活動活性化助成 30万円

対象事業
地域福祉活動を推進し、発展性のある
事業で、8年4月1日～9年3月31日に実
施するもの

　歳末たすけあい運動の募金を基に、地域福祉の推進を目的とした地域福祉活動を行っている、または活動を予定している民間非営利団
体を対象とした助成金の申請を受け付けます。詳細は、杉並ボランティアセンター HP（右2次元コード）をご覧ください。

申請方法
募集要項（12月2日から杉並ボランティアセンター〈〒167-0032天沼3-19-16ウェル
ファーム杉並内〉で配布。同センター HPからも入手可）を確認の上、申請書を12月2
日～8年1月17日に同センター info@borasen.jpへ郵送・Eメール・持参

その他
・申請内容についての面談を実施します。
・審査後、助成団体を決定します。
・助成決定は8年3月に通知、交付時期は8年5月を予定しています。

問杉並ボランティアセンター☎5347-3939

問児童相談所設置準備課
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給料表に定める額（一般行政職・技能労務職など職務
の内容によって給料表は異なる）

給　　料

管理職手当、初任給調整手当などそ の 他

　区民の皆さんに区政への一層のご理解をいただくため、「杉並区人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、職員の
給与・採用などの概要をお知らせします。詳細は、区 HP（右2次元コード）をご覧ください。

——問い合わせは、人事課給与福利係▶職員数などの状況＝人事課人事係へ。

区分
一般行政職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
杉並区 30万4677円 44万1417円 39.5歳

都 32万5837円 47万  901円 42.3歳
国 33万2237円 41万4480円 41.9歳

区分
技能労務職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
杉並区 29万8020円 41万1081円 55.5歳

都 28万9995円 39万1360円 50.3歳
国 29万4567円 33万7907円 51.3歳

民間における賃金や物価が特に高い地域に勤務する職
員に支給される手当
支給率 （給料＋扶養手当＋管理職手当）の20％
1人当たり平均支給年額* 74万9000円

1カ月当たり支給限度額 5万5000円
1人当たり平均支給年額* 12万円

配偶者 4000円
子 9500円
16～22歳の子がいる場合の加算 4000円
父母など 6000円
1人当たり平均支給年額* 5万5000円

世帯主など
（借家・借間）

27歳以下 2万7000円
28～32歳以下 1万7600円

33歳以上 8300円
1人当たり平均支給年額* 5万6000円

■ 平均給料月額・平均給与月額・平均年齢の状況

■ 給与の種類・その内容

■ 給与決定の仕組み

※�平均給与月額とは、給料に諸手当（期末手当・勤勉手当を除く）を加えたものの平均月額。国の平
均給与月額には、期末手当・勤勉手当・通勤手当・超過勤務手当・特殊勤務手当を含んでいません。

※数値には暫定再任用職員（定年退職者等の再採用）のうち、暫定再任用フルタイム勤務職員を含む。*は6年度決算額。

区分
一般行政職

Ⅰ類(大学卒） Ⅲ類(高校卒）
杉並区 22万円 18万2000円

都 22万5500円 18万8000円
国 23万円 18万8800円

■ 初任給の状況

■ 経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

経験年数 10年 20年 25年 30年

一般
行政職

大学卒 29万5513円 38万4645円 40万  145円 40万3629円
高校卒 24万6420円 35万6200円 36万2611円 38万2150円

技能労務職 30万6675円 31万5344円
※技能労務職の経験年数10・20年目は該当者なし。

毎
月
支
給

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

休日給、宿日直手当などそ の 他

著しく危険・不快・不健康・困難・その他特殊な勤務に
従事したときに支給される手当

　地方公務員の給与は、地方公務員法により、生計費、国・他の地方公共団体
の職員、民間企業の従業員の給与などを考慮して定めることとされています。
　区では、23区共同で設置している特別区人事委員会の勧告に基づき、条例で
職員の給与を決定しています。

手当の名称（７種類）

特定危険現場業務手当・
福祉事務所等業務手当・
児童相談所業務手当・一
時保護業務手当・防疫
等業務手当・清掃業務手
当・教員特殊業務手当

支給総額* 3721万2000円
職員全体に占める手当支給職員の割合* 9.4%
支給職員１人当たり平均支給年額* 11万5000円

勤
務
実
績
に
応
じ
て
支
給

超過勤務
手　　当

特殊勤務
手　　当

期末手当
勤勉手当

退職手当

一
定
時
期
に
支
給

区分 自己都合 定年・勧奨
勤続20年 18.00月分 24.55月分
勤続25年 28.00月分 32.95月分
勤続35年 39.75月分 47.70月分
最高限度 39.75月分 47.70月分
1人当たり

平均支給額* 185万7000円 2038万円

ボーナスに相当する手当
区分 期末 勤勉

年間支給月数
2.50月（1.40月） 2.35月（1.15月）

4.85月（2.55月）
1人当たり

平均支給額* 184万9000円

※（　）内は定年前再任用短時間勤務職員および暫定再任用職員の
支給月数。職務段階に応じた加算あり。

※早期退職者割増加算あり。

● 給与の状況

区職員の給与などの状況についてお知らせします

支給総額* 13億8116万円
1人当たり平均支給年額* 42万8000円

特別区人事委員会

①23区内の民間企業の
給与実態を調査➡

②勧告

杉並区

③区議会で条例の
審議・議決➡

④給与改定

（7年4月1日現在）

　7年度の職員の給与などについては、次のとおりです（いずれも4月1日現在）。
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■ 職員給与費の状況

※職員数（A）は、月平均の給料支給人数。職員数は暫定再任用フルタイム勤務職員を含む。（　）内は定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用短時間勤務職員で外数。

（6年度一般会計決算。退職手当を除く）

職員数（A） 
給与費

1人当たりの給与費（B/A）
給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）

3386人
(189人)

123億5850万7000円
（4億3562万6000円）

50億6475万7000円
(1億3448万2000円）

62億5973万3000円
（1億1676万円）

236億8299万7000円
（6億8686万8000円）

699万4000円
（363万4000円）

■ 人件費比率

■ 人件費の状況
（6年度普通会計決算）

※普通会計とは、統計上の会計。人件費には、一般職員・区長・議員・会計年度任用職員などに支給される給与・報酬・共済費（社会保険料の事業主負担分）などを含む。

住民基本台帳人口(7年4月1日） 歳出額（A) 実質収支（黒字額） 人件費（B） 人件費比率（B/A) （参考）5年度人件費比率
57万9634人 2339億5963万7000円 120億7378万円 392億9401万3000円 16.8% 15.5%

　人件費の歳出総額全体に占める人件費の割合のことで、人件費率が高いと、財政の健全性が失われ、事業費を圧迫することになります。区では人件費比率の抑
制を図るため、給与水準や職員定数の適正化に努めてきました。6年度の普通会計決算では、16.8％となっており、5年度より1.3％増となりました。

● 人件費

■ 特別職の給料・報酬などの状況
（7年4月1日現在）

　区長・議員などの特別職については、学識経験者などで構成される杉並区特別職報酬等審議会の答申に基づき、区議会の審議・議決を経て、条例で定めています。

区 　分 給料・報酬月額 地域手当月額 期末手当年額 1期の退職手当額
区 　長 112万3000円 16万2835円 771万4470円 2021万4000円（4年）
副区長 89万9900円 13万  485円 618万1878円 1101万4776円（4年）
教育長 77万1300円 11万1838円 529万8454円 541万4526円（3年）

代表監査 69万3700円 10万  586円 476万5382円 599万3568円（4年）
議 　長 86万3700円 498万4412円
副議長 78万1600円 451万  612円
議　 員 60万1100円 346万8948円

※�期末手当支給月数4.23月（議長・副議長・議員は3.98月）。退職手当は勤続期間1年につき給料×支給率（区長450/100、副区長306/100、教育長234/100、代表監査216/100）。区長の退職手当は
特例条例（4年10月19日施行）により、現区長（再選した場合も含む）は上記退職手当額から25/100を減額。

● 特別職の区長・議員などの給料・報酬ほか

■ 職員数の状況

6年度

一般など

勧奨

定年

77人

44人

合計121人

5年度

62人

52人

77人

合計191人

※一般等退職には
　死亡退職・転出を含む。
※職員の段階的な定年
　引上げに伴い、5年度の
　定年退職はなし。

7年度

医療技術系
技能・業務系

一般技術系

福祉系

事務系

20人
5人

17人

84人

148人

合計274人

6年度

18人
5人

13人

58人

121人

合計215人

※教諭・任期付職員を除く。
つき

● 職員数などの状況

■ 退職者数の推移

■ 新規採用職員の推移
（7年9月1日現在）

（6年度）

■ 分限・懲戒処分

分限処分 人数
免職 0人

休職 96人

降任 0人

降給 1人

合計 97人

（7年4月1日現在）

係長級 898人
(24.4%)

主任 1306人
(35.5%)

職員数
3678人
（100%）

管理職 142人 
(3.9%)

係員 1332人
（36.2%）

※�特別職を除き、暫定再任用フル
タイム勤務職員を含む。

懲戒処分 人数
免職 1人

停職 0人

減給 1人

戒告 0人

合計 2人

　地方公務員法は、職員の分限処分と懲戒処分を定めています。分限処分は、
一定の事由がある場合に公務能率を維持するために行い、懲戒処分は、一定の
義務違反があった場合に公務の規律と秩序を維持するために行います。

6年度 7年度 増減
3583人 3678人 95人


